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論文
イギリス農業とその食料政策
生
?
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はじめに
イギリス農業におけるその農業生産高，純農業所得等は，第二次世界大戦後
の1947年農業法 (AgriculturalAct, 1947)を基抵においた種々の政策的支えに
よって，増大・上昇傾向を続けてきている。だが一方，国民総生産に占める農
業生産高の割合や，総労働人口に占める農業就業人口の割合は，ひき続き低下
傾向にあり，．したがって第 1表にみられるとおり，イギリス国民経済に占める
農業セクターの位置はEC諸国のなかでももっとも小さく（第2表），・国民総生
産の2.4%,総就業人口の2.6彩と一見マイナーなもののごとく考えられる。
しかしこのような統計数値は，必ずしもこの国の経済活動面での農業のマイ
ナーさ示すものではない。例えば過去の戦争期のにがい経験から丸 この国の
農業振興政策を含めた食料政策は，もっとも重要な経済政策として位置づけら
れており，また家計費に占める食料費のウエート，とくに食料価格のとう貴が
低所得階層へ与える影響等から叫 農業政策が物価政策の重要な一環とし位置
づけられているのでもある。
本稿は70年代後半のイギリス農業構造の動向を検討しながら， 1947年農業法
1) John H. Kirk, The Development of Agriculture in Germany and the UK. 
③ UK Agricultural Policy 1870~1970. 参照。
2) Centre for Agricultural Strategy, (以下CASと略す） National food policy in 
t加 UK,pp. 60~ 61. 
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第・ 1 表
1975年 1979年
農業総生産額（百万ボンド） 2,372 3,674 
GNPに占める割合（彩） 2.6 2.4 
農業従事労働力（千人） 6~2 643 
労働力に占める割合（彩） 2.7 2.6 
食料への家計支出額（百万ボンド） 18,731 28,063 
消費支出に占める食料費の割合（彩） 26.8 20.5 
MAFF; Annual Review of Agriculture 1980 (Cmnd 7812)による。
第2表 イギリス農業とEC他メンバー国との比較 (1976年）
1単位1英 I 独 1 仏 I伊 It多I菜どI;な多膠t1M竺ン可9ケ国
農国業民生総産生高産／ 彩 2.4 2.5 4.6 8.6 4.4 2.8 3.1 14.4 5.3 4.0 
慧認 千人 660 1,714 2,263 2,929 294 128 ， 243 223 8,464 
農人業口就業率 彩 2.7 7. 0 10.9 15.5 6.5 3.5 6.1 23.8 9.3 8.4 
模平 均面 規積 ha 64.4 13.8 24.3 7.5 14.4 13.9 23.5 20.5 23.6 16.9 
翌喘嗜 彩 26.8 54.2 35.8 85.9 46.2 52.0 31.4 35.4 31. 3 59.8 
芯闊
肥育牛 頭 68 22 28 10 46 31 43 27 37 25 
酪農 頭 41 ， 12 5 24 13 18 10 17 11 
養豚 頭 119 14 10 4 85 58 19 38 32 1 
富穀物生産 ％ 10.6 17.4 29.6 28.0 7.2 3.5 0.1 0.8 2.9 100 
の 畜生産物産 彩 12.8 26.4 24.8 13.5 9.2 4.4 0.2 2.7 6.0 100 シ
工 合計 ％ 1. 8 22.8 26.9 19.2 8.3 4.3 0.1 1. 9I 1 4.7 100 ア
出所： EUROSTAT 
以降の農業政策をその食料政策として包摂し，食料供給政策に位置づけた積極
的意味を，構造変化の問題とかかわり合わせて論じ，現出している問題点を提
示したものである。
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1. イギリス農業構造の最近の変化
(1) 47年農業法から67年農業法へ
405 
第二次大戦後のイギリスの農業政策は，周知のとおり 1947年農業法を出発
点としている3)。 この法律はその後57,67年と10年毎に2回の大きな改正がお
こなわれ， 73年のECへの加入で，価格支持政策の部分に関する内容は大きく
変化することとなった4)。 しかしその構造政策的分野については，基本的には
変っていない。大戦後のイギリスを含めた欧米諸国の経済発展，世界の農業情
勢の変化， ィギリスのおかれた食料環境条件の推移等々， この30年間の時代
の推移に応じて，「農業法」の含意するところに若干の変化がみられるのは当
然のことである。
イギリスの農業政策の基抵におかれている基本路線といわれるものは，すで
にしばしば指摘されているとおり，＇農業という産業 (agriculturalindustry)に
従事する農業者（農業経営者および農業労働者）に一定の生活水準を保証しなが
ら，「安定」的「効率」的な農業を育成しつつ，農業生産物の増産を通じて，
国際収支の改善に寄与させ，また自国の食料自給率を高めていくことにおかれ
ている5)。
その政策目標を達成するための主要な具体的施策は「不足払制度」 (deficiency
payment) と呼ばれるユニークな価格支持政策，農業経営者の農業生産活動に
投ずる生産資材ゃ固定資産等に対して補助金を支出し，生産コストを節減させ
るという生産助成政策，そうしてこれらの政策実施過程を通じて充実させてき
たさまざまな農業構造政策の三本柱である6)。 このような農業諸施策を通して
3) Ii廊.p. 15. 
4) Britain and the Eunpean Communities-An Economic Assessment, 1970 
HMSO. 
.5) Agricultural Act 1947, Part I. 
6)イギリスの農業政策については OECD.;Agricultural Policy in UK. および小林茂
「イギリスの農業と農政」参照。
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かなり多額の財政支出がおこなわれ叫 イギリスの農業構造は徐々に変化し，
ある意味でつよい発展の方向をたどってきたのであった。とくに67年農業法で
は「農場の統合による規模の拡大」や「流通の共同化」や「離農の援助，促
進」・など小農経営 (smallfarmer) に焦点を合わせた農業構造政策に，よりウ
エートがおかれることとなって， 70年代の後半はこれらの政策とEC共通農業
政策にキャッチ・アップする過程で，農業の構造変化がすすんでいるのである。
(2) 農業生産の増大，生産性上昇
まず，戦後のこの国の農業生産の動向を大ざっぱにみておこう。第 1,2, 3 
図に示されるとおり， 60年代に入る前に若干の落ち込みがあったが，畜産物生
産の拡大を基調にしながら，着実に生産高が増大してきている。とくに注目さ
れるのは， 60年代に入ると，耕種生産では小麦，大麦といった穀物生産ののび
が大きく，さらには畜産物生産では，ミルクと牛の生産がのびて，食料自給率
の向上に大きく寄与していることである。
この農業生産の伸長の側面を，土地利用の側面から裏付けてみたのが第3表
である。イギリスも都市化の進行の影響もあってB),70年代を通じて全体の農用
地面積は，ひきつづき一貫して減少傾向が続くなかで， (68年~70年の平均総面積
19,374千haから 79年18,804千haと570千haの減少，年減少率でみると 30彩近い）
主要な耕種農産物の作付面積と主要家畜類の飼育頭羽数は，漸増傾向をたどっ
てきた。とくに穀物作生産において，比較有利性のうすいえん麦に代替して，
小麦の作付面積がいちじるしく増反したことが，土地利用という面で注目され
てよい。
農産物増産，土地利用状況の以上のような結果として，土地生産性はひきつ
づき上昇し（第4表），農業労働生産性の比較有利性（第5表，他産業と比して，す
なわち装置産業の典型であるガス，電気，水道産業についで大きい）をともないなが
ら，農業構造を変えていっているのである。
7)三沢獄郎「比較農政論」参照，大東文化大学『比較社会経済体制論」所収。
8)農政調査委員会「イギリスの農地利用の展望」「のびゆく農業」 541号。
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第3図畜産物生産の推移（穀物換算）
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第1図に同じ， p.17 
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小 麦
大 麦
えん麦
（穀物計）
馬鈴薯
砂 糖
野菜類
酪農牛
肥育牛
雌子牛
子羊・羊
豚
鶏
第1表に同じ。
小
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え ん
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第3表農産物作付面積と飼育状況の推移
1968~70年
平均 1975年 1978年
940 1,034 1,257 
2,352 2,345 2,348 
380 232 180 
3,740 3,652 3,811 
266 204 214 
187 198 209 
190 198 211 
3,248 3,242 3,270 
1,227 1,899 1,580 
837 903 859 
26,896 28,270 29,686 
7,753 7,532 7,708 
132,467 136,572 137,329 
第4表品目別土地生産性
168~70年平均 I 1975年
麦 3.92 4.34 
麦 3.47 3.63 
麦 3.28 3.42 
薯 25.80 22. 30. 
糖 5.70 3.90 
油 1. 80 1. 70 
ゴ 1. 20 11. 62 
シ 1. 64 5.42 
卜 99.58 129.50 
カリフラワー 17.65 18.80 
ホ ツ プ 1. 55 1.30 
ミ Jレ ク・ ii頭 3,722 4,102 
鶏 卵・個数／一羽 216.0 229.0 
第1表に同じ。
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（千ha,千頭）
I (6819~787鱈0年=数100) 
134 
100 
47 
102 
80 
112 
111 
101 
129 
103 
110 
99 
104 
(t/ha) 
197呼
5.14 
4.12 
3.99 
30.20 
5.70 
2.60 
12.55 
14.20 
144.64 
14.77 
1. 79 
4,635 
245.5 
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第5表 1人当たり労働生産性の変化 (1970年対比）
年 1農 業i製造業 1鉱 業 I金属業 1運輸業i繊維産業廿む禾雷
1971 I+ 9.5 + 3 +3 -3 +3 + 9 +8 
72 +12.4 +9 - 9 +5 +10 +10 +12 
73 +20.0 +18 +4 +14 +13 +23 +34 
74 +26.6 +15 -8 + 7 +8 +16 +34 
75 +17.1 +13 ゜- 7 + 6 +19 +34 J.S; Marsh; UK agricultural policy within the EC. p. 33より。
(3) 農業労働力の動向
その間以上のごとき生産増大は，農業に就業している労働力が漸減するとい
う傾向のなかでおこなわれた。農業就業労働力の動向を示した第 6表と第 7表
とは，その統計の出所を相違しているために，統計数値に若干の相違がみられ
るのは当然であるが，両者の傾向値は殆んど変らないことはあきらかである。
両者をつなげあわせて農業労働力の大まかな動向をまとめてみよう。
① 農業経営に従事している雇用者 (employer) といわゆる雇用者をもたない
自作農家をも合わせた農業経営従事労働力は， 73年頃まではやや微減傾向にあ
ったのが，つぎの年ぐらいから様相が変わり，それ以降は減少傾向は停止し，
むしろ微増傾向へと逆転した現象がみられること。
② これに対比するに，雇われ農業労働者 (worker) の場合には，おおよそー
貫して減少傾向が継続していること。
第6表農漁業労働力の変化 （千人）•
全 体 男 子
雇用主 1労働者 1 計 雇用主 I労働者 I計
1970 316 468 784 284 354 638 
71 302 434 736 269 329 598 
72 282 429 711 249 327 576 
73 281 434 715 248 318 566 
74 266 417 683 234 309 543 
75 266 401 667 234 299 533 
OECD ; Manpower Statisticsより。
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農
業経
営者
農業経営者の妻（夫）
常用労働者
パ労ー ト働タイ者ム
季節労働者
雇われマネジャー
雇 用 者I
第1表に同じ。
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第1表農業就業者の動向 （千人）
168認町 1975年 I1979年 lcJ唸盟児。）1~ 時従事 212 214 トータイム 68 80 
合計 280 294 
71 
男 272 194 169 62 
女 28 28 18 64 
男 38 36 32 84 
女 29 44 32 110 
男 35 41 52 149 
女 34 32 39 115 
7 8 3 43 
A ロ 計 I 436 1 382 I 349 1 80 
③ 農業労働者の減少の傾向をより詳細に検討してみると，常用労働者の場
合，男子労働者は一貫して減少傾向が続いているのに対し，女子の場合は75年
以降に減少の動きがみられること。
④ 農業労働者サイドの全体的な減少傾向をとおして，労働力自体に質的とも
みられる変化が生じていること。すなわち， 70年代の前半は男子常用労働力が
男子の季節労働力と女子のパートタイム労働力とによって代替されるという形
態をとっていたが，その後半からは，男女のパートタイム労働力も季節労働力
におきかえられるという傾向がみられること。
このような農業労働力の動向を，総じて要約すれば，農業労働力の全体的な
減少傾向が継続するなかで，農業への非定着的・不定着的労働力が増加する
という傾向をだどっている，といえよう。
その意味で， 65年の農業白書が出発点となった小農経営の構造改善政策は，
67年農業法で完熟し，農業からの労働力の解放に大きく有効性を発揮した，と
いえよう。
ところでイギリス農業は ECの他 8ケ国と比して大規模農業経営化がすす
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み，資本主義的農業経営も成熟している。そのなかにあって，一方でパートタ
イム・ファーミング（兼業的農家）がいまだ多数存在しており， あとでも指摘
するとおり，これらの兼業的農家の生産する食料がこの国の食料供給の重要な
部分を支えているという事実とともに，農業のパートタイム労働力，季節労働
カの増加，常用労働力への代替化の問題が，最近クローズアップされてきてい
ることを見逃してはならないだろう。これらの点はイギリスの農業政策と農業
構造の変化，とくに農場の両極分解の進展というなかで，より詳細に今後検討
を加える必要がある。
(4) 農場の両極分解化の進展
以上にみてきたような農業生産の増大，土地，労働生産性の向上，農業就業
人口の減少とパート化，季節労働力化は，零細農場経営者の離農，脱農化9)と
厳しい両極分解化をともなって進行してきたものであった。 70年代後半の最近
の大まかな分解傾向は第 8表に示したとおりである。10)
まず，イギリス全農場の保有面積規模の動きからみていくことにしよう。この
5ケ年間だけでも 50ha以下の階層は年を追って減少していくという傾向にあ
り，とくに零細階層である 0.1~19.9haの階層にこの傾向がつよくみられる。
階層的には中間層に位置づけられる 50~99ha層は，数的傾向からみれば滞留
化の傾向＝分解は停滞気味となっている。しかしこの中間層も，経営的にみれ
ば必ずしも安定的な階層であるといえないことは後述するとおりである。その
意味では，つぎの分解基軸に位置づけられる階層といってよいだろう。
さて若干微増するという傾向をみせるのは，階層分類の最上層たるlOOha以
上層のみである。もっとも，イギリスのような農場経営タイプ，すなわち畜産経
営が主体で耕種農場と牧場，牧草地等々も同時に経営している場合が多い農場
システムのもとでは， トータルの農場面積規模のみの動きから，ただちに分解
9) 65年の農場数43.8万から79年には25.7万とこの15年間で20万近く農場数が減少した。
10) 1968年~75年のこの点についての分析については「イギリス農業の構造変化」『のび
ゆく』農業527~528
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問題を引き出そうとするのはやや問題があろう。 ここではむしろ， 50ha以下
層，とくに0.1~19..9ha層という零細階層の脱農化＝減少に着目しておきた
い。
つぎに，畜産経営を中心に各畜種経営タイプ別に分解パターンをみておこう。
酪農経営では 1~29頭という零細経営階層が大きく減少しているとともに中間
階層である 30~59頭の階層もまた減少傾向にあり， 60頭以上層という大規模
経営になると増加する，という典型的な両極分解化があらわれている。この酪農
経営の分解バターンに類似しているのが繁殖豚，肥育豚の両養豚経営の場合で
ある。両者とも零細階層の激減，中間層の微減，上層階層の微増という傾向を
示している。なお採卵鶏，プロイラーという両養鶏経営では零細階層の減少化
のなかで上向化が停滞するという現象がみられ，肥育牛経営の場合は，全般的
な落層化となっている。これに対して繁殖雌羊経営の場合は，中間層を含めた
上層の上向傾向があらわれている。
両極分解化をもっとも正確に，明確にあらわしているのは労働日数規模でみ
たものである。 250smd(standard-man-day)は一農業労働力，年間250日労働
従事を表すのだが， 500smd以下層は減少， 500~999smd階層は停滞， 1,000
smd階層で増大という，明確な両極分解がつよくすすんでいる。農業労働者を
3~4人以上を雇用するような，大規模経営が増加しているわけである。
ここ 4, 5年というごく僅かの期間の分解傾向だけから大局的な判断を下す
のは危険かも知れないが，全般的には両極分解化傾向が徐々に進行しているこ
とは間違いない。
このように各種農業経営ともに分解が進行した結果として，つぎの三点にぜ
ひ注目しておく必要があろう。すなわち，その一つは，ー農場当りの平均規模
（面積，飼育頭羽数）の拡大であり，二つは大規模経営体が全体の面積，飼養
数，生産高に占めるシェアーの増大である。だが三つ目に，それにもかかわら
ず，零細経営農場は，いずれの経営クイプにおいても半数以上を占めており，
この国の食料生産において，いまだ決して無視しえない重要な位置を占めてい
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るという事実である。
79年の統計値を75年のそれと比較しながら，これらの点を最後に確認してお
きたい。穀物作経営では平均面積規模は35.2 ha(30. 1 haー カッコ内は75年の平均面
積規模，以下同じ）に拡大， 50ha以上層の全穀物作面積に占める割合は 69.7 96 
(65.9%ー カッコ内は75年の割合，以下同じ），最零細経営層 (0.1~19.9 ha層）の占
める割合は全体農場の59.1%,馬鈴薯経営では平均面積規模は3.9ha (3. 6ha), 
20ha以上層の全面積に占める割合は 34.2 % (83.6彩），最下層の全農場への割
合は89.2%, シュガービート作経営では同じく 15.2 ha . (12. 5ha), 20 ha以上
層の占有率62.4% (55.9彩），最下層の割合54.6%となっている。
つぎに畜産経営の場合では，酪農で平均飼養規模が49頭 (40頭）， 60頭以上の
大規模層が全飼育頭数に占める割合は62.6% (53.3彩），最下層の全農場に占め
る割合は 39.3%,以下，肥育牛では 18頭 (19頭）， 50頭以上経営の占有率41.2%
(41. 6%), 最下層の割合72.1%, 繁殖雌羊では 175頭 (164頭）， 500頭以上層
の占有率39.9% (37.6彩），最下層の割合54.1%, 繁殖豚では30頭 (23頭）， 50 
頭以上層の占有率72.2% (63.6彩），最下層の割合70.0%, 肥育豚では 203頭
(156頭）， 1,000頭以上層の占める割合41.9 % (3. 5%), 最下層の割合77.3%, 
採卵鶏では732羽 (58霞SJ), 2万羽以上経営の占有率57.7% (47. 0%), 最下層
の割合97.3%,プロイラーでは25,823羽 (23,403羽）， 10万羽以上層の占有率56
.1% (59.9彩），最下層の割合63.3%とそれぞれなっている。
つまり75年以降だけをみても肥育牛経営だけを例外として，すべての農業経
営タイプにおいて一農場の平均面積，飼養規模は拡大し，より上層への面積飼育
頭羽数の集積，集中化がすすんでいるのである（この点はブロイラー経営だけ例
外）。なお加えて労働日数規模の動向でみても傾向は全く同じである。 250smd
以下層は除いて 250smd以上の階層でみた場合，その平均労働日数規模は 869
smd (857smd), この規模を面積の規模になおしてみると112.9ha (111. 3ha)と
なる。たがしかし 250smd以下層の経営は全体の51%を占めているのである。
(5) 畜産物経営への特化
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イギリス農業の立地条件は，緯度の関係，その自然的風土から，熱帯性ある
いは亜熱帯性農産物の生産はもちろん，野菜や果物の生産条件にも必ずしも恵
まれているとはいえない。また飼料としてのメイズやソルガムなどの生産適地
ももたない。そういう立地条件のなかで， 19世紀の終りから20世紀のはじめに
かけて，新大陸の安い穀物，飼料が上陸し，麦類を中心とした穀物生産は壊滅的
第9表農業生産高 （百万ボンド，形）
j 1975年 1割合 J1979年 1割合
小 麦 296 599 
大 麦 329 5侶
他 穀 物 15 21 
馬 鈴 薯 327 360 
テ ン サ イ 85 184 
ホ ツ フ゜ ， 14 
菜 種 8 38 
そ の 他 45 60 
Crop計 1,115 22.4 1,825 22.9 
野 菜 375 542 
•果 物 99 153 
他 93 145 
Horiculture計 567 1. 4 841 10.5 
肉 牛 897 1,385 
羊 肉 187 321 
豚 肉 494 737 
家 禽 296 505 
そ の 他 43 68 
Livestock 計 1,918. 38.6 3,016 37.8 
牛乳乳製品 1,064 1,767 
鶏 卵 294 452 
羊 毛 20 34 
そ の 他 8 10 
Livestock product計 1,386 31. 7 2,264 28.4 
そ の 他
I 4~~: I 100. o I 7. 9~~I 100. o 総 計
第1表に同じ。
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な打撃をこうむることもあった。そのような契機と過程を通じて，農業経営形
態としては畜産物経営へと傾斜がつよまり，今日に至っているのである。とも
かく自然条件として畜産物経営に特化し易い条件と，それを政策的にも導く方
向あるいは押しすすめる要因等が重なり合い，畜産物生産へと特化し，現在も
なおその傾向は続いている。第 9表にもみられるとおり， 79年度の場合，総生
産額7,975百万ボンドのうち5,280百万ポンド， 7096近くが畜産物生産で占めら
れている。
2. イギリスの食料供給政策
(1) 食料政策と農業政策
イギリスの場合においても，その食料政策 (nationalfood policy)と農業政
策 (agriculturalpolicy)との間に，理論的にも，現実的政策形成・ 決定の上で
もどのような関係があるのか， あるいはあるぺきなのか， という点について
は，必ずしも明確な見解が定着しているわけではない。「食料政策」を常識的
に規定すれば，つぎのようにいえるだろう。あの国の国民が生きるため，一定
の水準以上の経済活動を行いうるための，日常的に必要な食料とその需要量に
対して，健康的で栄養上の問題もなくすなわちある一定水準の国民福祉が達成
しうるように食料の供給体制を確立することである11)と。
しかしイギリスのように他国から多量の食料輸入に国民の胃袋を依存させて
きた食料大量輸入国の場合，現実の農産物の輸出入をめぐる国際関係や，自国
の農業生産を含めた経済活動のなかに食料問題をおいて考えるとき，このよう
な常識的概念規定は，複雑な問題に一歩近ずいたにすぎないことを意味する。
つまりこのような意味内容を「食料政策」に盛り込んだとしても，つづいて問
題は限りなく生じてこざるをえないのである。
例えば食料という商品は，人々が日々の生活に絶対欠かせない生命財とい
えるものだから， その「食料供給体制」は「長期的」 (long-term)で「安定的」
11) CAS, Report op cit, pp. 18~19. 
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(stability)でまた「安全性」 (securitry)をもたねばならないだろう。しかも食
料供給の一部は輸出入という貿易関係の発達のなかにくみ込まれているわけだ
から，「短期的」 (short-term) にはより 「経済的」 (economy, 自国で生産する
よりも安く輸入しうるという意味）なものが望ましいことも問違いない。換言す
れば「食料政策」は常に「長期的」と「短期的」というタームの問題あるいは
「安定的」や「安全性」と「経済的」という経済性の問題を選択，決定する問
題として登場するのである。
更にこの選択には，自国農業の生産の将来的可能性，農産物生産者の所得の
問題のみでなく，他の供給国のあるいは供給可能性をもつ国の供給可能性の予
測，その場合の輸入価格の将来動向判断といった不確定要因を，必ず視野に入
れざるをえないし12), このことがさらにまた， 自国に限ぎられた土地利用問
題，農業技術開発の問題等を派生させていく， というふうに複雑な問題が順
次生起してこざるをえないのである。
ただ農業政策を食料政策の一分野に位置づけ，いわゆる食料供給政策 (food
supply policy) の一つの手段と見倣すことにすれば，両者の関係はかなりスッ
キリとし，問題はきわめて単純化したかたちであらわれる，といってよい13)。
1947年農業法は，いわばこの単純化において“国益”という観点から，農業政
策を食料政策のなかに位置づけたのだ，といえないであろうか。両大戦中の食
料配給制という不幸な経験，大戦直後の食料不足，国際収支の不調といった当
時の食料事情を含めた経済環境は，このような農業政策の政策的単純化あるい
は明確化を可能にする条件を与えたのだといえないだろうか。この農業法の第
一条にいう「…•••国益の点からイギリスで生産することが望ましい国民食料と
農業生産物…•••」という文言はこれを端的に示したものだと理解したい。
ではここでいう「国益」 (nationalintrest)とはなにをさすのか。 C.Ritson 
12) C. Ritson, Self-sufficincy a叫 foodsecurity, p. 12以下。
13) CAS, Report, op. cit p. 95. 
14) C. Ritson, op cit, pp. 18~19. 
303 
420 闊西大學「純清論集」第31巻第2号
はこの「国益」なるものをつぎのように解説している14)。政府の財政支出を伴う
農業支持政策が国益として正当化されるのは，農業の繁栄を維持したいという
国民の願望と一致するからである，これには二つの根拠がある。一つは農業生
産性の上昇である。政府が保証価格や生産助成金等のかたちで農業者に与える
一定水準の保証は，農業生産への取り組みに意欲，刺戟を与え，そのことが生産
性の上昇へと結実していく。個々の農業生産者からいえば，農産物の価格水準
が保証されていれば，生産性をあげるほど自己の取り分が大きくなるからであ
る。このような個別経営の努力は，合計されて国全体の農業生産性の向上とな
り，生産性の上昇は農業生産物の増大，農業部面からの労働力の解放を可能に
し，他の産業への労働力の供給を可能にする。もっとも生産性を改善しようと
いう意欲は，一種の精神的なものであるから計測は困難である。がともかくイ
ギリス農漁業食料省の計算 (EconomicTrend)によれば， 1954~1968年の間で
農業への投入に対する産出割合は毎年1.8彩づつのび，その生産の伸びの 3分
の2は生産性の上昇の寄与によるものだとされている。
二つは輸入の節約である。農業生産が拡大し，自国内農産物による食料の供給
量が増加すれば当然食料輸入は節減されうる。かりに輸出入規模に変化がない
とすれば，食料輸入の節約は国際収支の改善へと貢献する。つまり一言でいえ
ば，農業政策による食料供給条件の改善が，ィギリスの経済発展を下支えしな
がら，食料自給力を強化し安全性を増大するということなのである。
1947年農業法は1930年代の農業保護政策15)の経験のうえに，すでにふれたよ
うに，第二次大戦直後の諸般の経済事情がかさなって生みだされた農業政策で
あった。その意味では食料供給政策の方向へ傾斜しすぎたもの，いわば当時の
事情としては必然性をもっていたとしても，経済環境の変化に伴って，大きく
ブレる性格をもつものであったかも知れない。イギリスの「安価な食料」を求
めた経済的自由放任主義の歴史，そうして旧植民地国であるコマンウエルズと
の関係からいえば，ある意味でゆり戻しは暗示されていたといえる。
15)三沢論文，前掲 p.130ページ以下。
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この農業法はその後大きく 2回の改正がおこなわれ，その内容もかなり変っ
てきている。例えば価格支持政策の側面を現象的にいえば，直接的価格保証か
ら不足払制度へ，そうしてEC加入， CAPにもとずく課徴金制度への変化で
あり，価格支持の負担が，国を通じて納税者全体の負担となるのか，直接消費
者の負担となるのかの変化である16)。しかしいずれにしても，農業にたずさわ
る直接生産者の生産活動をさまざまなかたちで支持することで，農業生産を増
大する政策，農業保護において食料供給力を強化する政策には変化はない。
• このように60年代以降も農業政策を食料供給政策として位置づけ，その財政
負担を国益と両立しうる，矛盾しないものとして現実化させ，今日まで引っぱ
ってきている経済的な基盤ばどこに求めるべきなのだろうか。
この国の農業部門は， 経済セクターにおいても政治上（選挙上）のセククー
においても比較的比重が小さく，他産業との関係につよい配慮をはらわなくて
決定しうる条件をもっていたこと，国の安全性を保持するために健全な農業が
必要なのだという合意のようなものが存在したこと，等ももちろん見逃しえな
い要因であろう 17)0 
だがなによりもイギリスの農業構造およびその変化のなかにこそ，この政策
を支えてきた基盤が存在するように思われる。 EC諸国の農業諸指標を比較し
た前掲第2表は一目瞭然，このことを明かにしてくれている。
イギリスはその資本主義化の過程で大規模農業経営を析出，資本主義的農業
も成立させていった。 1947年農業法やそれに続くさまざまな農業政策は農業保
護政策としてある意味では小経営農民を保護したのでも，両極分解化をおしと
どめたのでも決してない。むしろその政策的支えはより大規模経営に有利に反
映し，分解を押しすすめていったのである。 60年代になると農業の大規模経営
は，他の産業に対しても比較的有利性を発揮した。かくして，その後の農業政
策においては，両極分解を促進させることが国益に一致し，この農業政策が食
16) CAS, Report, op cit. p. 97. 
17) Ibid, p. 95. 
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料供給政策として定着化し市民権をえたのである。
おわりに
イギリスの食料供給政策＝農業政策は中大規模農業経営者の生産意欲を刺戟
し，生産量を増大させ，それが生産性の向上にも結びついた。だがその過程は
また，実力のある成功した大規模経営者の生き残る道であり，多数の小経営農
業者を農業外に追放する道のりでもあった。
穀物，畜産物の生産増大はこの国の食料輸入圧力を軽減し（付表），食料自
給力を高めてはいった（第10表）。しかしそれはまた，食料の直接的な生産過程
から多数の労働力がひき離されることと並行した， 自給率の向上であった。
そういう意味では，イギリスの食料政策，そこに位置づけられた農業政策はま
さしく意図したとおりの成功の過程をたどった，といえるかも知れない。しか
し現実にはその「成功」の過程で多くの問題を内含させてきているのである。
そのなかから本稿では紙幅の関係もあるので，つぎの二点だけを指摘するにと
どめざるをえない。
一つは零細経営層が担う食料生産と農業政策の関連の問題である。すでにあ
きらかにされたように，分解の波の真只中におかれ，脱農化の先兵役となった
零細階層はいずれの経営タイプにおいても，いまだに半数をこえているのであ
る（酪農のみ例外）。しかもこの階層が担っている食料生産の部分は，無視しえな
い重みをもっている。第11表は若干数値が古いが1974年，イングランド・ウエ
ルズとスコットランドの零細階層の，各種生産物に占める生産割合を示したも
のである。問題を単純化するため，イングランド・ウエルズにのみ着目してみよ
が繁殖牛の62彩，穀物の50彩近く，豚，牛，羊各肉生産の35~40彩は 275smd以
下の零細経営層によって生産されていることがあきらかとなる。 この階層に
275~599smd層を加えてみれば，下層農家といわれる階層の食料生産に果し
ている役割の，大きさに思い至るであろう。いままでの政策過程が示してきたと
おり，この階層を今後も分解基軸の下によりおし下げつつ，農業生産の場面か
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ら切りはなしていくのか，農業によりつよく結びつかせる方向に支えていくの
かという問題である。
二つは，さきの点とも深くかかわり合っているのだが，兼業農家の問題であ
る18)。Jolifeの定義に従って兼業農家を考えれば 1975年の統計で33,358農場
あり全体の 16.2%,州によって25.4%から9.1%までの巾で存在している。また
農漁食料省の74/75年の経営調査結果では (FarmIncome in England and Wales 
1974/75)労働日275~599smdの農業経営でも純所得から税金，借入資本利子，
投下労働力への賃金部分を差し引くと，剰余が残らないばかりか，若干の赤字が
生じているという。したがって 275smd以下層農家は所得面からいっても，兼
第10表食料自給率（彩）
11968平~均1970年1 1975年 1979年
小 麦 44 57 74 
大 麦 95 107, 107 
穀物全体 61 69 77 
馬 鈴 薯 91 91 90 
砂 糖 33 26 45 
牛 肉 78 92 83 
羊 肉 41 56 60 
豚 肉 100 99 98 
ハム・ベーコン 37 42 42 
鶏 肉 99 99 100 
肉類全体 72 83 81 
ノ‘｀＇ 
夕 12 ， 42 
チ ズ 44 67 69 
卵 100 100 101 
第1表に同じ
18)兼業農家の定義も統一されているわけではないが，一応メルクマールとして100~275
smdの農業経営者をとるのが妥当であろう (W. Jolliffe の定義）。 Centrefor 
European Agricultural Stndies, The Place of Part-Time Farming in Rural 
and Regional DゅeloJ≫加nt,p. 35. 
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第1表経営規模別農場の主要農畜産物生産に占める割合（形）
イングランド・ S M Dの規模
ウエルズ 1275~5991600~ 1, 200~ 1, 800~ 12,400 275以上1275以下
1,199 1. 799 2,399 以上
酪 農 経 営 14.1 30.8 17.6 8.5 13.3 84.3 
肥育牛経営 17.9 23.8 9.9 4.6 6.2 62.4 
繁殖牛経営 1. 9 14.4 5.9 2.9 3. 1 38.2 
繁殖羊経営 16.1 25.3 11.1 5.1 5.3 63.1 
穀 物 経 営 5.9 11.8 9.0 6.0 18.6 51. 4 
馬鈴薯経営 5.9 12.2 9.2 7.4 31. 3 65:0 
砂 糖 経 営 7.4 13.4 1. 4 8.7 36.9 77.8 
養 豚 経 営 6.8 12. 4 9.2 6.5 23.6 58.4 
ブロイラー経営 0.8 3.8 5.4 5.9 78.6 94.5 
スコットランド 1250~5991 600~ 1, 200 250以上1250以下I・1. 199 以上
＇穀 物 経 営 4.3 10. 7 30.6 47.5 54.3 
馬鈴薯経営 5.1 13.5 51. 8 70.5 29.5 
酪 農 経 営 3.1 23.6 67.0 93. 7 6.3 
｛平地 3. 7 6.3 12.1 22.1 77.9 
肥育牛経営 丘陵地 14.6 24.5 27.8 66.8 33.2 
繁殖羊経営 15.7 27.5 35.2 78.4 21. 6 
Sources; MAFF Farm classification in England and Wales 
1974; DAFS Agricultural Statistics 1974. 
Centre for Agricultural Strategy Capital Agriculture 
(CAS Report 3. March 1978) 
15.7 
37.6 
61. 8 
36.9 
48.6 
35.0 
22.2 
41. 6 
5.5 
業化を強いられる農業経営者だといえよう。今後，これにどのような政策的テ
コ入れがなされるかが第二の問題である。 (1981.5.6 受理）
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輸 ECから(A)
小 他国から(B)
入 合計
輸 ECへ(A)
麦 他国へ (B)
出 合計
輸 ECから(A)
大 他国から(B)
入 合計
輸 ECへ(A)
麦 他国へ (B)
出 合計
輸 ECから(A)
ぇ 他国から(B)
入 合計
ん
輸 ECへ(A)
麦 他国へ (B)
出 合計
輸 ECから(A)
ラ 他国から(B)
入 合計
イ
輸 ECへ(A)
麦 他国へ (B)
出 合計
輸 ECから(A)
メ 他国から(B)
入 合計
イ
輸 ECへ(A)
ズ 他国へ (B)
出 合計
輸 ECから(A)
ソ 他国から(B)
入 合計Iレ
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付表主要食料の輸出入状況
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（単位：千t)
iI 71906年8平~均 1975年 I1976年 I1977年 11978年 I1979年i伸び率
687 1,179 1,915 2,283 1,147 755 110 
4,012 2,455 1,895 1,569 1,952 1,930 32 
4,699 3,634 3,810 3,852 3,099 2,~85 57 
8 195 30 187 272 180 2,250 ， 57 97 25 77 65 720 
17 252 127 212 349 245 1,440 
29 427 301 530 295 250 860 
616 75 345 386 56 110 18 
645 502 646 916 351 360 56 
213. 988 161 463 1,019 450 211 
・10 80 37 6 1,017 565 5,650 
223 1,068 198 鉛9 2,036 1. 015 455 
20 11 4 . 16 45 
14 ， 42 40 5 5 36 
14 29 53 44 21 50 360 
66 4 3 4 10 10 15 
1 1 
67 4 3 4 11 10 15 
18 8 26 12 15 
16 15 17 7 . 8 5 31 
16 33 25 33 20 20 125 
゜゜゜ o・ ゜゜205 666 527 183 471 700 341 
3,143 2,363 3,238 3,923 2,865 2,640 84 
3,348 3,029 3,765 4,106 3,336 3,340 100 
12 65 44 31 26 20 166 
2 1 
14 65 “ 31 27 20 123 
17 100 97 35 19 35 205 
75 375 220 135 2 5 6 
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隣益叫 1975年 11976年 j1977年 11978年 j1979年 1伸び率
ガ輪IECへ!Al -1 町I・1 , ・I -I、—他国 (B) - - - - -ム 出
合計 ― - - - - - -
輸 F;Cから(A) 938 2,410 2,858 3, 061 1, 959 1,860 198 
穀 他国から(B) 7,876 5, 298 5, 756 6, 059 4,888 4, 695 60 
物入合計 8,814 9,708 8,614 9,120 6,847 6,555 74 
合．輸 ECへ(A) 317 1,279 246 687 1,328 660 208 
計 他国へ (B) 22 137 134 31 1, 096 630 2, 863 
出 合計 339 1,416 380 718 2,424 1,290 381 
輸 ECから(A) - 255 245 157 130 162 -
馬 他国から(B) ー 222 7 45 773 326 332 -
入合計 ー 477 990 930 456 494 -
鈴
輸 ECへ(A) - 4 1 3 4 15 -
薯 他国へ (B) - 144 83 96 110 137 -
出合計 ー 148 84 99 114 152 -
輸 ECから(A) 97 653 307 400 288 185 191 
砂 他国から(B) 1,917 1,568 1,695 1,383 1,324 1,155 60 
入 合計 2, 014 2, 221 2, 002 1, 783 1, 612 1, 340 67 
輸 ECへ(A) 10 7 16 5 5 5 50 
糖 他国へ (B) 190 347 247 159 81 50 26 
出合計 200 354 263 164 86 55 28 
ECから(A) 11 210 I 2s1 263 240 210 386 
）1 輸 他国から(B) 183 120 125 76 104 105 57 
入合計 260 330 382 339 344 375 144 
ン
輸 ECへ(A) - 13 14 13 13 14 -
ゴ 他国へ (B} - - 1 - 1 1 -
出 合計 ー 13 15 13 14 15 -
ECから(A) 25 36 28 32 29 30 120 
ナ 輸他国から(B) 30 15 20 17 16 15 50 
入合計 55 51 48 49 45 45 82 
輸 ECへ(A) - 1 2 3 3 3 -
シ 他国へ (B) - - 1 - . 一 1 -
出
合計 ー 1 3 3 3 4 -
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隣益崎 1975年 11976年¥1977年¥1978年 J1979年i伸び率
輸 ECから(A) 33 25 20 19 14 19 58 
力 他国から(B) 4 1 1 1 
リ 入 合計 33 25 24 20 15 20 61 フ
ラ ECへ(A)ワ 輸
I 他国へ (B)
出 合計 I 
輸 ECから(A) 54 46 37 48 45 57 106 
卜 他国から(B) 111 95 94 92 98 85 77 
入 合計 165 141 131 140 143 142 86 
マ
輸 E .Cへ(A)
卜 他国へ (B)
出 合計 1 3 7 7 5 
輸 ECから(A) 117 208 187 243 274 273 236 
牛 他国から(B) 202 39 62 55 45 51 25 
肉 入 合計 319 247 249 298 319 324 102 
子 ECへ(A) 46 134 112 119 124 115 250 悶輸 他国へ (B) 5 8 6 6 4 4 80 
出 合計 51 142 118 125 128 119 233 
輸 ECから(A) 4 2 1 1 
羊 他国から(B) 345 242 225 218 226 208 60 
肉 入 合計 349 244 226 219 226 208 60 
孟肉 輸 ECへ(A) 12 36 34 46 48 46 383 他国へ (B) 1 3 4 5 4 4 400 
出 合計 13 39 38 51 52 50 385 
ECから(A) 11 14 12 14 29 30 273 
豚 輸 他国から(B) 6 3 3 4 67 1 10 
入 合計 17 17 13 17 39 34 200 
輸 ECへ(A) 11 7 10 17 12 15 136 
肉 他国へ (B) 4 1 2 2 2 2 50 
出 合計 15 8 12 19 14 17 113 
ベ 輸
ECから(A) 330 265 251 274 289 277 84 
l 他国から(B) 66 23 18 13 15 15 .23 コ 入ン 合計 396 288 269 287 304 292 74 
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靡箪均i1975年 11976年i1977年 11978年 I1979年i伸び率
輸 ECへ (A)ノ‘
他国へ (B)
ム 出 合計 3 2 3 3 3 4 133 
輸 ECから(A) 6 7 5 8_ 18 30 500 
鶏 他国から(B) 1 1 1 2 
入 合計 6 8 6 8 19 32 530 
輸 ECへ (A) 5 7 13 10 
肉 他国へ (B) 2 4 ， 25 21 23 1,150 
出 合計 2 4 14 32 34 33 1,650 
輸
ECから(A) 468 496 455 540 610 610 130 
肉 他国から(B) 619 308 307 289 296 280 45 
類 入 合計 1,087 804 762 829 906 890 82 
ムロ 輸 ECへ (A)
計 他国へ (B)出
合計 84 195 187 229 231 223 265 
輸 ECから(A) 11 37 16 14 13 30 273 
鶏 他国から(B) 32 2 3 1 1 1 3 
入 合計 43 39 19 15 14 31 72 
輸 ECへ (A) 11 10 12 18 36 40 364 
卵 他国へ (B) 28 2 4 4 4 8 29 
出 合計 39 12 16 22 40 48 123 
輸 ECから(A) 149 364 275 189 172 151 101 
ノ‘． 他国から(B) 279 124 123 129 130 120 43 
入 合計 428 488 398 318 302 271 63 
夕
輸 ECへ (A) 1 14 11 49 40 
I 他国へ (B) 2 2 2 4 8 13 650 
出 合計 2 3 16 15 57 53 2,650 
輸
ECから(A) 56 119 114 105 97 119 213 
チ 他国から(B) 108 33 33 16 5 3 3 
入 合計 164 152 147 121 102 122 74 
I 
輸 ECへ (A) 1 4 6 7 8 6 600 
ズ 他国へ (B) 2 3 4 4 8 7 350 出
合計 3 7 10 11 16 13 430 
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虞ijl1975年 11976年 11977年 11978年 11979年I伸び率
輸 ECからwl 10 ， ， 7 2 3 30 
コ 他国から(B) 1 
ン 入 合計 10 ， ， 7 2 4 40 フ一ーゞ ミヽ
ン
ス］レ輸 ECへ (A) 1 1 2 6 10 12 1. 200 
ク 他国へ (B) 33 14 29 41 32 22 67 
出 合計 34 15 31 47 42 34 ゜輸 ECから(A) 5 7 4 3 7 5 ゜ミ 他国から(B) 13 
Jレノ‘。
入 合計 18 7 4 3 7 5 28 
ク多輸 ECへ (A) 1 3 2 2 3 1 ゜I 他国へ (B) ， 8 8 8 15 13 144 出 合計 10 11 10 10 18 14 140 
輸 ECから(A) 14 54 
~I 14 18 20 143 ス 他国から(B) 18 2 
キ 入 合計 32 56 22 14 18 20 63 ム
ミ ECへ (A) 13 55 102 43 93 54 415 Jレ 輸
ク 他国へ (B) 13 2 13 12 19 45 346 
出 合計 1 26 57 115 55 112 99 381 
第1表に同じ
313 
